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施設概要

敷 地 面 積

市街化区域

用 途 地 域

延 床 面 積

取 得 価 額

運 営 方 法 -

運 営 時 間 有

休 館 日 -

3台

構造 建築年月 延床面積 階数 耐震 備考

RC 平成1年5月 681㎡ 2 新耐震

RC 平成12年2月 363㎡ 1 新耐震

S 平成18年6月 234㎡ 1 新耐震

H30 R1 R2 備考

363 363 365

1,317 1,478 1,166

4 4 3

H30 R1 R2 備考

24,851 35,896 27,544

0 0 0

0 0 0

4,999 15,561 6,476

19,852 20,334 21,068

(単位：千円）

市街化調整区域

-

1,279㎡

434,900,000円

直営

菰野町斎場・葬祭会館

設 置 目 的

公衆衛生の向上を図るとともに簡素
低廉な葬儀の場を提供し、もって町
民の福祉の増進を図るため設置され
た。

三重郡菰野町大字潤田1616番地27

-避 難 所 指 定 等

施 設 名

所 在 地

建 築 年 月

施 設 所 管 課 環境課

平成1年5月

13,696㎡

土 地

写　真

-防 災 拠 点 指 定 等

障がい者用ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ

ｵ ｽ ﾄ ﾒ ｲ ﾄ 対 応 ﾄ ｲ ﾚ

車 い す 用 駐 車 場

多 目 的 ﾄ ｲ ﾚ

特記事項

斎場（火葬場）

葬祭会館

-

-

有

1月1日

196台

建 物

運 営

駐車台数

8：30～17：00
ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ

自 家 発 電 設 備

再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ等

文 化 財 指 定

3.成果情報

2.施設概要

名称

1.基本情報

令和4年6月時点

29,430

0

0

年間火葬件数

1日当たり利用人数

3ヶ年平均

4.コスト情報

3ヶ年平均

利用可能日数 364

1,320

4

葬祭会館（増築部分）

9,012

20,418

支出

施設整備費

その他施設整備費

維持修繕費

光熱水費・委託費等
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(1)施設の劣化・損傷の状況や要因等

(2)点検・診断の実施方針

(3)その他対策を実施する際に考慮すべき事項

(1)目標使用年数

(2)当該施設が果たしている役割等を踏まえた優先順位の考え方

3.計画期間

　計画期間については、施設の状況と今後の施設整備の基本的な方針、日常的な維持管理の方針等を考慮の上、令和3年度（2021年度）から
令和12年度（2030年度）までの10年間とする。なお、今後の社会情勢や財政状況の変化、計画の進捗状況を踏まえて、適宜、計画の見直しを
行うものとする。

1.策定の趣旨

　本計画は、将来の人口動向や財政状況に応じた公共サービスを安全かつ持続的に提供するため、長期的な視点をもって、公共施設の更新・
長寿命化等に係る財政負担を縮減・平準化を目的とする。

2.対象施設

　菰野町公共施設等総合管理計画における「4.施設類型ごとの管理に関する基本的な方針」の「⑩その他」に係る建築物及びその付帯施設を
対象とする。

菰野町斎場・葬祭会館

5.対策の優先順位の考え方

　公共建築物の更新時期は、「建築物の耐久計画に関する考え方（社） 日本建築学会 昭和63年」に基づき、目標使用年数を80
年とし、経年劣化や機能低下に対する改修を行う定期修繕を築30年目と築60年目を目安に行うこととする。
　なお、老朽化が進行しているものの、これまでに大規模修繕が全く実施されていないなど、今後、予防保全型の管理に切り替
えることが困難と判断される建築物は、事後保全型管理として、処分制限期間経過後に更新するものとする。

　本施設は、公衆衛生上必要な施設である。今後も利用者に安全で安心して利用してもらえる環境を維持する必要があり、老朽
化した施設設備の更新改修を行うことにより施設の延命化を図る。
　対策にあたっては、施設の劣化状況や点検・診断結果等を踏まえ、財政負担の平準化等も考慮しながら、計画的に行うものと
する。

4.個別施設の状態等

・火葬炉設備の耐用年数経過
・経年劣化による外壁のひび割れ、剥離
・凍結によるポーチ床タイルの割れ
・長期間の使用による告別室入口扉の擦れ
・キュービクル式高圧受電設備の耐用年数経過

　学校施設長寿命化計画で策定した「学校施設点検マニュアル」や「劣化状況調査票」などを準用し、毎年点検を行うほか、建
築基準法第12条による定期点検、その他建築設備の法定点検等の結果に基づき施設の劣化状況や修繕の緊急度を把握する。
　また、建築物の老朽化の進行や安全性に影響を及ぼす恐れのある設備についても、併せて劣化状況や修繕の緊急度を把握す
る。

　新型コロナウイルス感染症を含めた感染症対策など、様々な社会的要求に応じた機能付加についても検討し、安全で安心して
ご利用いただける施設の整備に努める。
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(1)基本的な方針

(2)取組方針

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 計

177 127 125 429

177 127 125 429

（単位：百万円）

※対策費用については随時見直しを行う。

※この計画により予算が確定されるものではない。

※直近3ヶ年度の更新履歴

6.対策内容と実施時期

③耐震化

・新耐震基準の建築物であることから構造躯体の耐震性能は有している。
・照明器具など設備の落下防止対策、ガラス飛散防止フィルム貼り等の非構造部材及び建築設備の耐震化を行い、施設利用
者等の安全確保を図る。

④施設総量の適正化

⑥維持管理・修繕・更新等

・更新費用試算額と将来的な少子高齢化や人口減少に応じた数値目標等を設定するとともに、適切な維持管理や長寿命化等に
より、将来負担の均衡と低減を図ることとする。

•学校施設長寿命化計画で策定した「学校施設点検マニュアル」や「劣化状況調査票」などを準用し、定期点検を行うととも
に、実施結果を蓄積し、経年による劣化状況、外的負荷（気候天候、使用特性等）による性能低下状況及び管理状況を把握
した上で、長寿命化計画に反映する。また、定期点検は専門知識を有する技術者等が行い、不具合の発見と予防保全に努め
る。

①点検・診断等

②安全確保

•施設利用者の安全確保を最重要事項と認識の上、点検・診断を行い、危険性の有無を適切に把握するとともに、危険性が認
められた場合は、速やかに安全確保のための措置を講じる。

・将来的な更新コスト縮減のため、公共施設の統廃合も視野に入れ、行政サービスの水準や機能、必要度、人口動態、利用
頻度等、あらゆる観点から合理的で費用対効果の高い取り組みを進める。
・行政サービスが公共施設を維持しなければ提供不可能なものであるか、民間に代替え出来ないか等の公共施設と行政サー
ビスの関係や公共施設の複合化、集約化、転用等を検討するとともに、近隣市町との連携や広域の観点からも検討する。

⑤長寿命化

・耐用年数が到来する年度を把握し、更新の対応時期を把握するとともに、予防保全による適切な改修を行うことでライフ
サイクルコストを縮減し、財政負担の軽減を図る。

・施設の重要度や劣化状況に応じ、長期的な視点で優先度をつけた上で、計画的に改修や更新を行う。
・管理運営については、指定管理者制度等、官民連携による手法の活用を検討するとともに、新しい技術や考え方を取り入
れながら維持管理、修繕、更新等を効率的かつ効果的に行い、ライフサイクルコストの縮減に努める。

7.対策費用

年 次 計 画
施　設　名

8.更新履歴

斎場（火葬場）

葬祭会館

葬祭会館（増築部分）

合　計

主な対策

更新年月

令和2年10月

更新した内容

　　　　〃

令和1年11月 火葬炉設備修繕

令和1年10月 火葬場屋根防水改修

令和2年9月 　　　　〃

平成30年10月 地下灯油タンク改修

平成31年1月 火葬炉設備修繕
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